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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第120期

中間連結会計期間
第121期

中間連結会計期間
第120期

会計期間
自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2026年４月１日
至2026年９月30日

自2025年４月１日
至2026年３月31日

売上高 (千円) 26,997,177 31,312,800 55,212,234

経常利益 (千円) 5,805,486 7,467,586 13,443,943

親会社株主に帰属する
中間（当期）純利益

(千円) 4,147,638 5,250,223 9,957,363

中間包括利益又は包括利益 (千円) 4,582,325 6,311,247 11,707,590

純資産額 (千円) 80,948,681 90,341,080 85,383,848

総資産額 (千円) 96,224,883 107,379,931 101,050,633

１株当たり中間（当期）純利益金額 (円) 90.28 115.50 217.32

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 84.1 84.1 84.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 5,743,070 5,066,101 11,126,309

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △607,114 △2,339,817 △1,811,029

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,714,962 △1,909,701 △4,591,790

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

(千円) 22,420,063 25,492,139 24,407,868

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

 

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

 

EDINET提出書類

理研計器株式会社(E02285)

半期報告書

 2/22



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間における国内経済は、雇用・所得環境の改善を背景に緩やかな回復基調が続いたものの、中東

情勢の緊迫化や金融資本市場の変動などにより、先行き不透明な状況が続きました。一方、企業の設備投資は持ち直

しの動きが続き、特にＡＩ関連需要の拡大を背景として、半導体業界における設備投資は堅調に推移しました。

　当社グループを取り巻く経営環境としては、国内、北米および中国市場において半導体関連需要が引き続き堅調に

推移したほか、中国市場ではリチウムイオン電池関連需要も底堅く推移しました。また、造船業界向け需要が高水準

で推移したほか、電力、建設、化学、防衛関連分野においても需要は堅調に推移しました。

　このような状況のもと、当社グループは、生産の合理化による原価低減、徹底した経費削減、積極的な営業活動の

展開、新製品開発への積極的な投資、品質管理体制およびサービス体制の充実に継続して取り組んで参りました。

　これらの諸施策の結果、当中間連結会計期間の連結売上高は313億１千２百万円（前年同期比16.0％増）、連結営業

利益は74億４千８百万円（前年同期比35.0％増）、連結経常利益は74億６千７百万円（前年同期比28.6％増）、親会

社株主に帰属する中間純利益は52億５千万円（前年同期比26.6％増）となりました。

 

　当社グループの事業は、各種産業用測定機器の製造・販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、

セグメントごとの経営成績に代えて機種別の売上の状況を以下に記載いたします。

①　定置型ガス検知警報機器

　当中間連結会計期間の定置型ガス検知警報機器の連結売上高は、182億５千２百万円（前年同期比8.5％増）とな

りました。

②　可搬型ガス検知警報機器

　当中間連結会計期間の可搬型ガス検知警報機器の連結売上高は、122億６千８百万円（前年同期比28.2％増）とな

りました。

③　その他測定機器

　当中間連結会計期間のその他測定機器の連結売上高は、７億９千１百万円（前年同期比31.0％増）となりまし

た。

 

　当中間連結会計期間末の資産につきましては、前連結会計年度末と比較して63億２千９百万円増加し、1,073億７千

９百万円（前連結会計年度末比6.3％増）となりました。流動資産につきましては、前連結会計年度末と比較して32億

５千４百万円増加し、682億５千万円となりました。これは主に、受取手形、売掛金及び契約資産が18億８千２百万円

増加したこと、現金及び預金が５億８千５百万円増加したこと及び有価証券が５億３千９百万円増加したこと等によ

るものであります。固定資産につきましては、前連結会計年度末と比較して30億７千５百万円増加し、391億２千９百

万円となりました。これは主に、土地が９億１千５百万円増加したこと及び投資有価証券が８億７千７百万円増加し

たこと等によるものであります。

　当中間連結会計期間末の負債につきましては、前連結会計年度末と比較して13億７千２百万円増加し、170億３千８

百万円（前連結会計年度末比8.8％増）となりました。流動負債につきましては、前連結会計年度末と比較して13億８

千１百万円増加し、123億４百万円となりました。これは主に、未払法人税等が８億４千６百万円増加したこと及び賞

与引当金が３億７千６百万円増加したこと等によるものであります。固定負債につきましては、前連結会計年度末と

比較して９百万円減少し、47億３千４百万円となりました。これは主に、固定負債その他に含まれる繰延税金負債が

２億８百万円増加した一方、長期借入金が１億６千９百万円減少したこと、固定負債その他に含まれるリース債務が

２千２百万円減少したこと、固定負債その他に含まれる長期未払金が１千５百万円減少したこと及び固定負債その他

に含まれる長期前受収益が１千万円減少したこと等によるものであります。

　当中間連結会計期間末の純資産につきましては、前連結会計年度末と比較して49億５千７百万円増加し、903億４千

１百万円（前連結会計年度末比5.8％増）となりました。これは主に、親会社株主に帰属する中間純利益52億５千万円

を計上し、剰余金の配当が13億６千３百万円あった結果、利益剰余金が38億８千６百万円増加したこと等によるもの

であります。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して10億８千４百万円増加し、254

億９千２百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益を74億６千９百万円、減価償却費を８億４千８百

万円計上した一方で、売上債権の増加15億８千１百万円、法人税等の支払額15億２千８百万円があったこと等によ

り、営業活動の結果獲得した資金は50億６千６百万円（前年同期は57億４千３百万円の獲得）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入13億６千万円があった一方で、有形固定資産の

取得による支出19億１千５百万円、定期預金の預入による支出10億９千３百万円及び無形固定資産の取得による支出

５億２千８百万円があったこと等により、△23億３千９百万円と前年同期と比較して支出が17億３千２百万円の増加

となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額13億６千万円、ファイナンス・リース債務の返済による支

出３億３千５百万円及び長期借入金の返済による支出２億１千３百万円があったこと等により、△19億９百万円と前

年同期と比較して支出が１億９千４百万円の増加となりました。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）会社の支配に関する基本方針

　当中間連結会計期間において、当社グループの会社の支配に関する基本方針について重要な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

　当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は13億４千３百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

 

３【重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

EDINET提出書類

理研計器株式会社(E02285)

半期報告書

 4/22



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 188,000,000

計 188,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月12日)

上場金融商品取引所名
または登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 47,322,000 47,322,000
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数100株

計 47,322,000 47,322,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年４月１日～
2026年９月30日

－ 47,322,000 － 2,565,500 － 2,545,508
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区赤坂一丁目８番１号　赤坂インター
シティAIR

4,470 9.83

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505001
(常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部)

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,
MASSACHUSETTS
(東京都港区港南二丁目15番１号　品川インター
シティA棟)

3,776 8.31

株式会社日本カストディ銀行
(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番12号 3,059 6.73

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 2,400 5.28

理研計器協力会社持株会 東京都板橋区小豆沢二丁目７番６号 2,008 4.42

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 1,800 3.96

長野計器株式会社 東京都大田区東馬込一丁目30番４号 1,422 3.13

BNYM AS AGT/CLTS 10 PERCENT
(常任代理人　株式会社三菱UFJ
銀行）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NEW YORK
10286 U.S.A.
(東京都千代田区丸の内一丁目４番５号)

1,377 3.03

BANK LOMBARD ODIER AND CO
LTD GENEVA
(常任代理人　株式会社三菱UFJ
銀行)

CHEMIN MESSIDOR 1, 1293 BELLEVUE,
SWITZERLAND
(東京都千代田区丸の内一丁目４番５号)

1,368 3.01

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 1,327 2.92

計 － 23,010 50.62

（注）１．当社は自己株式を1,861,308株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメントカンパニーから2025年４月７日付で関東財務局長に提出され

た大量保有報告書の変更報告書により、2025年３月31日現在、3,206,052株(保有割合6.77％）を保有している

旨の報告を受けております。しかし、当社として2026年９月30日現在における同社の実質所有株式数の確認が

できないため上記大株主には含めておりません。

３．Forest Manor N.V.から2026年５月18日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書の変更報告書により、

2026年５月13日現在、2,118,422株（保有割合4.48％）を保有している旨の報告を受けております。しかし、

当社として2026年９月30日現在における同社の実質所有株式数の確認ができないため上記大株主には含めてお

りません。

４．三井住友DSアセットマネジメント株式会社から2026年３月23日付で提出された大量保有報告書の変更報告書に

より、三井住友DSアセットマネジメント株式会社及びその共同保有者である株式会社三井住友銀行が2026年３

月13日現在で下記の株式を保有している旨の報告を受けております。しかし、当社として2026年９月30日現在

における株式会社三井住友銀行以外の実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主には含めておりませ

ん。

氏名又は名称 住所 所有株式数（千株） 株券等保有割合（％）

三井住友DSアセットマ

ネジメント株式会社

東京都港区虎ノ門一丁

目１７番１号
2,387 5.05

株式会社三井住友銀行
東京都千代田区丸の内

一丁目１番２号
1,327 2.81

計 ― 3,715 7.85
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 1,861,300 － 単元株式数100株

完全議決権株式(その他) 普通株式 45,441,600 454,416 単元株式数100株

単元未満株式 普通株式 19,100 － －

発行済株式総数  47,322,000 － －

総株主の議決権  － 454,416 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

理研計器株式会社
東京都板橋区小豆沢
二丁目７番６号

1,861,300 － 1,861,300 3.93

計 － 1,861,300 － 1,861,300 3.93

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30

日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,428,323 18,013,430

受取手形、売掛金及び契約資産 11,584,318 13,467,028

電子記録債権 4,635,955 4,550,116

有価証券 10,501,462 11,041,366

商品及び製品 5,667,231 6,541,275

仕掛品 7,344,604 8,326,989

原材料及び貯蔵品 6,749,951 5,157,601

その他 1,170,249 1,239,921

貸倒引当金 △85,567 △87,038

流動資産合計 64,996,529 68,250,690

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 10,613,908 10,858,850

機械装置及び運搬具（純額） 340,416 346,354

土地 5,996,692 6,912,575

建設仮勘定 288,197 619,219

その他（純額） 2,208,785 2,314,986

有形固定資産合計 19,447,999 21,051,986

無形固定資産   

顧客関連資産 418,253 402,391

その他 3,021,697 3,497,765

無形固定資産合計 3,439,950 3,900,156

投資その他の資産   

投資有価証券 8,925,455 9,803,385

退職給付に係る資産 2,542,347 2,610,653

その他 1,700,250 1,764,958

貸倒引当金 △1,900 △1,900

投資その他の資産合計 13,166,153 14,177,097

固定資産合計 36,054,104 39,129,240

資産合計 101,050,633 107,379,931
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,686,355 3,031,154

電子記録債務 339,477 351,972

短期借入金 1,021,335 977,805

未払法人税等 1,362,579 2,209,002

賞与引当金 1,192,547 1,569,237

製品保証引当金 116,500 104,895

受注損失引当金 98,685 40,885

その他 4,105,559 4,019,883

流動負債合計 10,923,039 12,304,835

固定負債   

長期借入金 814,720 645,080

資産除去債務 11,789 11,789

その他 3,917,236 4,077,145

固定負債合計 4,743,745 4,734,014

負債合計 15,666,785 17,038,850

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,565,500 2,565,500

資本剰余金 1,146,625 1,147,288

利益剰余金 76,940,378 80,826,928

自己株式 △3,461,095 △3,452,099

株主資本合計 77,191,408 81,087,616

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,748,785 5,326,662

為替換算調整勘定 3,439,063 3,916,239

その他の包括利益累計額合計 8,187,849 9,242,901

非支配株主持分 4,590 10,562

純資産合計 85,383,848 90,341,080

負債純資産合計 101,050,633 107,379,931
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

売上高 26,997,177 31,312,800

売上原価 14,174,430 16,136,181

売上総利益 12,822,747 15,176,618

販売費及び一般管理費 ※１ 7,306,070 ※１ 7,728,258

営業利益 5,516,676 7,448,360

営業外収益   

受取利息 52,997 97,270

受取配当金 105,029 109,139

為替差益 95,030 －

受取保険金及び配当金 7,093 17,477

有価証券売却益 18,777 4,205

有価証券評価益 7,068 10,453

雑収入 45,740 61,427

営業外収益合計 331,738 299,973

営業外費用   

支払利息 37,337 47,349

為替差損 － 221,322

固定資産除却損 631 2,101

雑損失 4,959 9,973

営業外費用合計 42,928 280,747

経常利益 5,805,486 7,467,586

特別利益   

固定資産売却益 574 1,999

特別利益合計 574 1,999

特別損失   

固定資産売却損 25,853 －

減損損失 65,805 －

特別損失合計 91,659 －

税金等調整前中間純利益 5,714,401 7,469,586

法人税、住民税及び事業税 1,533,101 2,317,698

法人税等調整額 35,504 △103,800

法人税等合計 1,568,605 2,213,897

中間純利益 4,145,795 5,255,688

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に

帰属する中間純損失（△）
△1,842 5,465

親会社株主に帰属する中間純利益 4,147,638 5,250,223
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

中間純利益 4,145,795 5,255,688

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 868,366 577,876

為替換算調整勘定 △431,837 477,682

その他の包括利益合計 436,529 1,055,558

中間包括利益 4,582,325 6,311,247

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 4,584,468 6,305,274

非支配株主に係る中間包括利益 △2,143 5,972
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 5,714,401 7,469,586

減価償却費 953,769 848,541

のれん償却額 99,749 －

減損損失 65,805 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9,338 △1,553

賞与引当金の増減額（△は減少） 176,151 373,332

製品保証引当金の増減額（△は減少） △4,568 △11,604

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △12,356 △68,306

受注損失引当金の増減額（△は減少） 69,832 △57,799

受取利息及び受取配当金 △158,027 △206,409

受取保険金及び配当金 △7,093 △17,477

支払利息 37,337 47,349

為替差損益（△は益） △177,992 △30,434

固定資産売却損益（△は益） 25,278 △1,999

固定資産除却損 631 2,101

有価証券売却損益（△は益） △18,777 △4,205

有価証券評価損益（△は益） △7,068 △10,453

売上債権の増減額（△は増加） △131,292 △1,581,807

棚卸資産の増減額（△は増加） △240,730 △153,739

仕入債務の増減額（△は減少） 353,507 119,670

未払消費税等の増減額（△は減少） △160,816 △118,233

その他 1,119,762 △352,391

小計 7,706,845 6,244,164

利息及び配当金の受取額 158,856 206,393

利息の支払額 △37,337 △47,349

保険金の受取額 25,058 191,775

法人税等の支払額 △2,110,350 △1,528,882

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,743,070 5,066,101
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  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △180,222 △391,915

有価証券の売却による収入 156,347 233,616

有価証券の償還による収入 1,028,065 －

定期預金の預入による支出 △589,680 △1,093,175

定期預金の払戻による収入 445,490 1,360,265

有形固定資産の取得による支出 △764,351 △1,915,666

有形固定資産の売却による収入 7,039 2,000

無形固定資産の取得による支出 △904,503 △528,989

投資有価証券の取得による支出 △5,298 △5,951

投資有価証券の償還による収入 200,000 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △607,114 △2,339,817

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △194,120 △213,170

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △374,739 △335,621

自己株式の純増減額（△は増加） △273 △234

配当金の支払額 △1,145,828 △1,360,675

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,714,962 △1,909,701

現金及び現金同等物に係る換算差額 △34,364 267,688

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,386,630 1,084,270

現金及び現金同等物の期首残高 19,033,433 24,407,868

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 22,420,063 ※１ 25,492,139
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【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

支払手数料 865,790千円 925,020千円

広告宣伝費 221,365 241,089

給料及び手当 1,783,478 2,028,379

賞与引当金繰入額 431,549 508,583

退職給付費用 98,113 106,864

研究開発費 1,376,403 1,343,950

減価償却費 365,153 285,940

 
　２　当社グループは、当中間連結会計期間に係る有価証券の減損処理の方法として、切放し法を適用しておりま
す。

 
 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

現金及び預金勘定 18,858,325千円 18,013,430千円

有価証券勘定 6,878,777 11,041,366

預入期間が６か月を超える定期預金 △2,438,261 △2,321,291

償還期限が６か月を超える有価証券 △878,777 △1,241,366

現金及び現金同等物 22,420,063 25,492,139
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月13日
取締役会

普通株式 1,148,463 25.00 2025年３月31日 2025年６月５日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月11日
取締役会

普通株式 1,148,646 25.00 2025年９月30日 2025年12月８日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年５月13日
取締役会

普通株式 1,363,673 30.00 2026年３月31日 2026年６月４日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月12日
取締役会

普通株式 1,363,820 30.00 2026年９月30日 2026年12月４日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

　当社グループの事業は、各種産業用測定機器の製造・販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、

記載を省略しております。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

　当社グループの事業は、各種産業用測定機器の製造・販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、

記載を省略しております。

 

（金融商品関係）

当中間連結会計期間末（2026年９月30日）

　金融商品は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

当中間連結会計期間末（2026年９月30日）

　有価証券は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

当中間連結会計期間末（2026年９月30日）

　デリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

定置型ガス検知警報機器 16,820,987 18,252,725

可搬型ガス検知警報機器 9,571,953 12,268,628

その他測定機器 604,236 791,445

顧客との契約から生じる収益 26,997,177 31,312,800

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 26,997,177 31,312,800

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

１株当たり中間純利益金額 90円28銭 115円50銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益金額(千円) 4,147,638 5,250,223

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益金額(千円)

4,147,638 5,250,223

普通株式の期中平均株式数(千株) 45,941 45,457

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

（1）期末配当

　2026年５月13日開催の取締役会において、次のとおり期末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 1,363,673千円

②　１株当たりの金額 30円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2026年６月４日

（注）　2026年３月31日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。

 

（2）中間配当

　2026年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①　配当金の総額 1,363,820千円

②　１株当たりの金額 30円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2026年12月４日

（注）　2026年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。

 

EDINET提出書類

理研計器株式会社(E02285)

半期報告書

19/22



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

  2026年11月12日

理 研 計 器 株 式 会 社   

取　締　役　会　　御中   

 

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 

 東　京　事　務　所 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 三　　浦　　　　　　靖　　晃

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中　　川　　　　　　満　　美

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている理研計器株式会社

の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、理研計器株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

EDINET提出書類

理研計器株式会社(E02285)

半期報告書

21/22



中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報

告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
  
（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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